高市政権と国民の矛盾明らか、総選挙で日本共産党の前進を訴えます
２０２６年１月１４日
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　日本共産党です。この場所をお借りして、日本共産党の政策をお話しさせていただきます。ご協力お願いいたします。
さて、みなさん。高市首相は、通常国会冒頭、２３日に衆議院を解散し、総選挙に打って出ようとしています。なぜ突然、解散・総選挙に踏み切ろうというのでしょうか。それは決して、この政権の強さを表すものではありません。
　高市首相は、内政では、「強い経済」を掲げながら、暮らしを「強く」するどころか、最低賃金１５００円の目標も投げ出し、労働時間規制緩和、社会保障改悪など、さらに暮らしを追い詰める政策を強行しようとしています。外交では、自らの「台湾発言」で極度に悪化した日中関係を打開する展望が全くなく、経済界からも高市首相の発言に厳しい批判の声があがっています。またアメリカ・トランプ政権の無法な「力の支配」を何一つ批判できず、深刻な矛盾をきたしています。そのうえ、高市首相自身の違法献金をはじめとする「政治とカネ」の問題、自民党議員２９０人への選挙応援など統一協会との癒着という重大問題が浮上し、自民党への厳しい批判が広がりつつあります。
　高市首相は、内政・外交での国会での追及をおそれ、うわべの支持率だけを頼みに解散・総選挙に打って出て、その行き詰まりを打開しようとしているのです。大義も道理もない、保身のための自己都合解散です。日本共産党は、解散に出るなら、堂々と受けて立ちます。高市政権の危険な政治を暴き、新しい政治への展望を訴えぬいていきます。

　日本共産党は、暮らしと経済の問題では、「財界・大企業の利益最優先」の政治に切り込み、１％への富の集中にメスを入れ、国民が安心して暮らせる社会をつくる政治へ転換します。
　日本は、物価高に賃上げが追い付かず実質賃金が下がり続けるもとで、一握りの大企業と大株主に莫大な富が集中しています。大企業は利益を大きく増やし、巨額の内部留保をため込み、配当と「自社株買い」などで株主への利益を急増させています。そのうえ、消費税増税、大企業・大株主への減税と優遇、社会保障と教育への支出削減で不公正・不公平はいっそう拡大しています。
　日本共産党は、賃上げと労働時間短縮でほんとうに豊かな生活を実現します。大企業や大金持ちへの減税・優遇をやめて、消費税減税・インボイスを廃止します。また、社会保障・教育の予算を増やして、暮らしに安心と豊かさもたらす政治をすすめます。

外交では、「こんなアメリカいいなりをいつまで続けるのか」を厳しく問い、憲法９条にもとづく外交の力で平和をつくります。
　アメリカ・トランプ政権はベネズエラ侵略をはじめ、国連憲章・国際法などお構いなし、「アメリカ第一」で世界の平和秩序を破壊しています。高市首相は、そんなトランプ大統領に付き従い、「日米同盟絶対」で空前の大軍拡を進めようとしています。
日本共産党は、危険な大軍拡には断固反対します。そして、平和をつくる対案として対話と包摂で平和をつくる「東アジア平和提言」を提唱し、世界やアジアの国々と対話をすすめています。中国との関係も、言うべきことを言いながら、両国関係の前向きの打開のために行動しています。

　日本共産党は、高市政権とこの政権に迎合する勢力に正面から対決して、「憲法を真ん中にすえた確かな共同」をよびかけ、国民の共同の力で、日本国憲法を破壊する戦争への道、極右・排外主義の流れに断固として立ち向かおうと力をつくします。
みなさん、来月投開票で行われるであろう衆議院選挙では、日本共産党は政党を選ぶ比例代表で、埼玉県も含む北関東ブロックでは、塩川てつや衆議院議員と梅村さえこ元衆議院議員の勝利のため、全力で頑張ります。日本共産党に、みなさんのお力をお貸しくださいますようお願いいたしまして、この場所をお借りしての日本共産党の政策の訴えを終わります。ご協力ありがとうございました。
